
菅
原
　
清
暁

相
続
が
発
生
し
て
も
登
記
名
義
人
が
変

更
さ
れ
て
い
な
い
農
地
を
相
続
未
登
記
農

地
と
い
い
ま
す
。

農
林
水
産
省
は
、
２
０
１
６
年
１２
月
に

農
地
の
相
続
未
登
記
に
つ
い
て
、
農
業
委

員
会
を
通
じ
て
実
施
し
た
全
国
調
査（「
相

続
未
登
記
農
地
等
の
実
態
調
査
」）
の
結

果
を
発
表
し
ま
し
た
が
、
そ
れ
に
よ
る
と
、

２
０
１
６
年
に
お
い
て
は
、
全
国
で
、①
登

記
名
義
人
が
死
亡
し
て
い
る
こ
と
が
確
認

さ
れ
た
農
地
の
面
積
は
約
４７
万
７
０
０
０

㌶
、②
登
記
名
義
人
が
市
町
村
外
に
転
出

し
、
す
で
に
死
亡
し
て
い
る
可
能
性
が
あ

る
な
ど
、
相
続
未
登
記
の
お
そ
れ
の
あ
る

農
地
の
面
積
は
約
４５
万
８
０
０
０
㌶
存
在

す
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
ま
し
た
。
つ
ま
り
、

２
０
１
６
年
の
時
点
で
、
合
計
約
９３
・５
万

㌶
と
い
う
膨
大
な
相
続
未
登
記
農
地
等
の

存
在
が
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

法
改
正
以
前
は
、
こ
の
よ
う
な
相
続
未

登
記
農
地
等
を
借
り
受
け
て
有
効
利
用

す
る
た
め
に
は
、
利
用
を
希
望
す
る
者
が

自
ら
多
大
な
コ
ス
ト
を
か
け
て
多
数
に
及

ぶ
相
続
人
（
権
利
者
）
を
探
索
し
た
う
え

で
全
員
の
同
意
を
得
る
必
要
が
あ
っ
た
た

め
、
地
域
に
お
い
て
担
い
手
へ
の
農
地
の
集

積
・
集
約
化
を
進
め
る
う
え
で
大
き
な
阻

害
要
因
と
な
って
い
ま
し
た
。

こ
の
よ
う
な
問
題
を
解
決
す
る
た
め
、

２
０
０
９
年
農
地
法
改
正
で
一
定
の
制
度

対
応
が
行
わ
れ
、
さ
ら
に
２
０
１
８
年
５

月
に
農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
の
改
正

（
以
下
、「
基
盤
強
化
法
」
と
い
う
）
に
よっ

て
、
抜
本
的
な
制
度
的
対
処
措
置
が
整
備

さ
れ
ま
し
た
（
公
布
２
０
１
８
年
５
月
１８

日
、
施
行
同
年
１１
月
１６
日
）。

ま
た
、
前
記
と
併
せ
て
、
農
地
法
の
改

正
に
よ
り
遊
休
農
地
に
係
る
措
置
も
整
備

さ
れ
て
い
ま
す
（
農
地
法
３２
条
２
項
お
よ

び
３
項
、
３９
条
３
項
、
４１
条
２
項
）

⑴
改
正
概
要

基
盤
強
化
法
改
正
や
農
地
法
改
正
に
よ

り
、
相
続
未
登
記
農
地
お
よ
び
遊
休
農
地

の
利
用
が
容
易
に
な
り
、
か
つ
借
り
手
が

長
期
間
借
り
受
け
、
安
定
し
て
農
業
を
営

む
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
し
た
。

具
体
的
に
は
、他
の
共
有
者
（
相
続
人
）

が
不
明
な
共
有
農
地
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、

農
業
委
員
会
の
探
索
・
公
示
手
続
を
経
る

こ
と
で
、
他
の
共
有
者
の
同
意
を
得
た
と

み
な
す
こ
と
が
で
き
る
制
度
が
設
け
ら
れ

ま
し
た
。
こ
の
た
め
、
相
続
人
一
人
の
み

で
農
地
中
間
管
理
機
構
に
農
地
を
貸
す
こ

と
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
農
業
委
員
会
が
探
索
す
る
相
続

人
の
範
囲
も
、
法
定
相
続
人
全
員
で
は
な

く
、
登
記
名
義
人
の
配
偶
者
と
子
ま
で
に

簡
素
化
さ
れ
て
い
ま
す
（
基
盤
強
化
法
２１

条
の
２
〜
２１
条
の
４
、
農
地
法
３２
条
）。

加
え
て
、
利
用
権
設
定
期
間
も
５
年
か

ら
２０
年
に
大
幅
に
長
期
化
さ
れ
た
た
め（
基

盤
強
化
法
１８
条
３
項
４
号
、
農
地
法
３９
条

３
項
）、
借
り
手
が
安
定
し
て
営
農
す
る

こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
し
た
。

⑵
手
続
き
の
流
れ

こ
の
新
制
度
の
手
続
き
の
流
れ
は
、
図

表
１
の
と
お
り
で
す
。
相
続
の
未
登
記
に

よ
り
共
有
者
全
員
が
判
明
し
て
い
な
い
場

合
で
あ
っ
て
も
、
前
述
の
と
お
り
、
新
制

度
を
用
い
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
農
地
を

簡
易
な
手
続
き
で
借
り
受
け
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

農
業
委
員
会
へ
共
有
者
の
探
索
が
要
請

さ
れ
て
か
ら
、
実
際
に
担
い
手
に
農
地
が

貸
し
出
さ
れ
る
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
は
、

農
業
委
員
会
の
探
索
期
間
に
左
右
さ
れ
る

た
め
一
概
に
い
え
ま
せ
ん
が
、
約
１２
カ
月

程
度
か
か
る
こ
と
も
あ
る
よ
う
で
す
。

な
お
、
本
制
度
は
国
の
支
援
事
業
と
な

り
ま
す
の
で
、
本
制
度
利
用
に
伴
う
金
銭

的
負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
（
た
だ
し
、
利
用

権
設
定
後
は
、
当
然
、
借
主
は
賃
料
等
を

負
担
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
）。

⑴
活
用
場
面
・
相
談
窓
口

次
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
で
は
、
新
制
度
を

活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
問
題
が
解
決
す
る

可
能
性
が
あ
り
ま
す
の
で
、
相
談
窓
口
で

あ
る
市
町
村
の
農
業
委
員
会
に
相
談
す
べ

き
で
し
ょ
う
。

①
父
が
耕
作
し
て
い
た
農
地
を
相
続
し
た

の
で
他
の
人
に
農
地
を
貸
し
た
い
が
、
そ
の

農
地
は
父
以
前
の
代
か
ら
長
年
に
わ
た
り

相
続
登
記
が
な
さ
れ
て
い
な
い
。

②
農
地
を
拡
大
す
る
た
め
に
、
隣
の
遊
休

農
地
を
借
り
た
い
が
、
長
期
に
わ
た
り
相

続
登
記
が
な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
現
在
誰
が

所
有
者
な
の
か
が
わ
か
ら
な
い
。

⑵
活
用
実
績

農
林
水
産
省
の
発
表
に
よ
れ
ば
、
こ
の

新
制
度
を
利
用
し
て
新
た
な
担
い
手
に
貸

し
出
さ
れ
た
農
地
は
、
２
０
１
８
年
１１
月

１６
日
施
行
以
降
、
２
０
２
０
年
３
月
末
時

点
で
基
盤
強
化
法
に
基
づ
く
も
の
が
１
０

５
件
、
農
地
法
に
基
づ
く
も
の
（
遊
休
農

地
）
が
８2
件
で
し
た
。
都
道
府
県
別
内
訳

は
図
表
２
の
と
お
り
で
す
。
引
き
続
き
、

各
地
で
本
制
度
を
利
用
し
た
事
例
が
増
加

す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

以
上
の
と
お
り
、
相
続
未
登
記
農
地
や

遊
休
地
で
あ
っ
て
も
簡
易
な
手
続
き
を
経

る
こ
と
に
よ
り
、
農
地
を
借
り
入
れ
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

農
地
拡
大
を
検
討
さ
れ
て
い
る
農
業
者

の
方
々
等
が
一
人
で
も
多
く
本
制
度
の
利

用
を
検
討
さ
れ
、
全
国
農
地
面
積
の
約
２

割
に
も
及
ぶ
相
続
未
登
記
農
地
等
が
効
率

的
に
活
用
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

弁
護
士

相
続
未
登
記
農
地
等
の
利
用
を

促
進
す
る
法
改
正
に
つい
て

今月の
コラム

c o l u m n

は
じ
め
に

お
わ
り
に

相
続
未
登
記
農
地
等
の

利
用
促
進
に
向
け
た

法
改
正
の
概
要

1

【図表２】

2

新
制
度
の
活
用

北海道
東北
関東
北陸
東海
近畿

中四国

九州
沖縄

  7件
26件（青森、岩手、山形、秋田、宮城）
  8件（茨城、栃木、群馬）
  7件（新潟、富山、福井）
  7件（愛知、三重、岐阜）
  1件（兵庫）

15件（鳥取、島根、岡山、広島、山口、
　　　 香川、高知、愛媛）

  9件（福岡、大分、熊本、長崎）
  2件

  0件
18件（青森、秋田、山形、宮城）
  3件（千葉、長野、埼玉）
  9件（石川、福井）
  1件（岐阜）
  1件（奈良）

  0件

72件（鹿児島、福岡、熊本、長崎、大分）
  1件

（出所）農林水産省ウェブサイト「農業経営基盤強化促進法等の改正により相続未登記農地が活用しやすくなりました」新制度
　　　　の手続フロー図より抜粋
　　　（https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/souzokumitouki.html）

【図表1】所有者不明農地の利活用のための制度フロー図

農
地
法

遊
休
農
地

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法

農
地

＜共有者の過半が判明していない場合＞

＜共有者の過半が判明している場合＞

探索・公示

探索範囲を配偶者
と子に限定 ※従来は5年以内

※従来は5年以内

都道府県
知事農地中間管理機構

＜共有者の過半が判明していない場合＞

農地中間管理機構への
20※年以内の利用権設定

20※年以内の利用権設定

農地中間管理機構への
20※年以内の利用権設定

申
請

裁
定

担い手が借りた
い場合

所有者（共有者）
が貸したい場合

その他
（農地中間管理
  機構や農委が
 主導する場合）

農用地利用集積計画市町村

農用地利用集積計画市町村

農業委員会

探索・公示
探索範囲を配偶者と子に限定

公
告

作
成

公
告

作
成

市町村
探
索
の

要
請

農業委員会

新設

農地法 基盤強化法


